民営化後のゆうちょ銀行の現状と取り組み
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１、はじめに

ゆうちょ銀行は、07年10月01日に政府保有の日本郵便株式会社が全体を保有する銀行としてスタートして早くも2年が経過した。簡易郵便局を含む全国約24,000の郵便局（株）の窓口ネットワークを銀行代理店として使い金融サービスを提供し、180兆円超という資金量もさることながら、個人顧客との取引を経営のベースに置き、全国に稠密な店舗展開を行う単一経営体の民間金融機関はこれまで存在しなかった。ゆうちょ銀行が個人顧客向けに全国に展開する店舗網で，均質的な総合金融サービスの提供を目指していくことによって、わが国における個人向け金融サービスのあり方や競争関係が変わり、他の地域金融機関も対応を迫られている。一方、ゆうちょ銀行が、完全民営化を目指して、どのようにビジネスモデルを確立し民間金融システムのなかに地位を得て行くのか、現時点ではその道程はみえない。しかしながら、上場に向け、収益を上げていくためには、よりリスクをとった資産を増やしていく必要がある。そのために、認可を受けた新規業務の展開やキャンペーン・サービスなどの積極的営業施策の実施など、ゆうちょ銀行の経営には新しい動きと変化もみられる。この民営化後のゆうちょ銀行の動きについて調べてみる。
２、ゆうちょ銀行の経営状況
民営化後のゆうちょ銀行の動きを調べる前に、ゆうちょ銀行の経営状況について07年と比べながらみていきたいと思う。（なお、ゆうちょ銀行の08年3月期決算は、実質的に期初を07年10月1日とする半年決算となっている）
ゆうちょ銀行08/03期損益概況

　　　　　　　　　　　　　　　（単位　億円）

	
	08/03実績
	08/03計画
	計画比

	経常収益
	13.289
	12.92
	369

	資金運用収益
	12.651
	12.1
	551

	経常費用
	10.727
	10.75
	-23

	資金調達費用
	3.948
	3.3
	649

	営業経費
	6.178
	7.1
	-922

	経常利益
	2.562
	2.17
	392

	税引前利益
	2.558
	2.17
	388

	純利益
	1.522
	1.3
	222

	資金運用収支
	8.702
	8.8
	-98


損益の概況は、07年9月の業績見通しと比較して、収益・利益共に計画を上回る結果とった。資金運用収支は計画比で若干のマイナスとなったものの、主として営業経費削減が収益に貢献した。資金運用収支の下ぶれは、貯金残高は計画比で減少したものの、資金調達費用が増加したことが影響しているものと思われる。
ゆうちょ銀行08/03期財務状況概況

　　　　　　　　　　　　　　07/10/01          08/03/31        (単位　兆円)   

	
	金額
	構成比
	金額
	構成比
	増減金額

	現金等
	6.7
	3%
	12.6
	6%
	5.9

	有価証券
	170.8
	76.40%
	172.5
	81.30%
	1.7

	国債
	155.5
	69.50%
	156.8
	73.90%
	1.3

	地方債
	8
	3.60%
	7.5
	3.50%
	-0.5

	社債
	7
	3.10%
	7.8
	3.70%
	0.8

	その他の証券
	0.3
	0.10%
	0.5
	0.20%
	0.2

	金銭の信託
	0.6
	0.30%
	0.4
	0.20%
	-0.2

	貸出金
	4
	1.80%
	3.8
	1.80%
	-0.2

	預託金
	38.9
	17.40%
	20.7
	9.80%
	-18.2

	貸倒引当金
	0
	0.00%
	0
	0.00%
	0

	その他
	2.7
	1.20%
	2.1
	1.00%
	-0.6

	資産合計
	223.7
	100%
	212.1
	100%
	-11.5

	貯金
	188.9
	84.50%
	181.7
	85.70%
	-7.2

	うち特別貯金
	131.8
	58.90%
	109.5
	51.60%
	-22.3

	その他の貯金
	57.1
	25.50%
	72.2
	34.00%
	15.1

	借用金
	24.8
	11.10%
	20.7
	9.80%
	-4.1

	その他
	2.1
	1.00%
	1.6
	0.80%
	-0.5

	負債合計
	215.9
	96.5
	204.1
	96.20%
	-11.8

	株主資本
	7.8
	3.50%
	8
	3.80%
	0.2

	評価差額金等
	0
	0.00%
	0.1
	0.00%
	0.1

	純資産合計
	7.8
	3.50%
	8.1
	3.80%
	0.3

	負債および純資産合計
	223.7
	100%
	212.1
	100%
	-11.5


財務状況からは、貯金残高の減少を通じて総資産が減少している様子がうかがえる。ゆうちょ銀行の貯金の構成は、特別貯金とそれ以外の貯金とに分別される。（特別貯金とは、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの預り金で、同機構が日本郵政公社から承継した郵便貯金のことを言う）政府保証の付された旧郵便貯金と民営化後の政府保証の付されない新貯金を分別する必要から、このような施策がとられている。したがって、特別貯金には新規預け入れによる増額はなく、満期を迎えた金額が随時減少していく。ゆうちょ銀行としては、この満期分を新貯金で取り入れるか、投資信託で・国債等を販売することで取り入れない限りは流出増として負債の減少要因となることが従前から指摘されていた。
08年3月期の状況を見ると、民営化当初で特別貯金は22兆円の減少。これに対してその他の貯金の増加は15兆円にとどまる。結果として貯金残高全体では7兆円強の減額となった。なお、借用金も4兆円減少しており負債合計額で11,7兆円の減少となっている。これに対応して、運用資産残高も減少。主たる減少項目は財政融資資金預託金で、民営化時比で18兆円の回収となっている。回収した金額の一部が有価証券と現金等に振り分けられている形となっているが、結果としてはほぼ負債残高の減少分だけ総資産残高も減少する結果となった。
資金運用の状況を見ると、ゆうちょ銀行の運用資産の大半は有価証券が占める。従来から貸出などの運用手段が限定的で、有価証券の中でも債権を主体とする信用リスクが極めて低いものを中心とする運用構成となっていた。そのような資産構成の中でも、相対的に高い運用利回りを享受できてきたのが財政融資資金預託金である。財投改革前の00年度までには、郵便貯金に集められた貯金は全額、旧資金運用部に預託することが義務付けられていた。財投資金として預け入れることで、この資金が地方公共団体、特殊法人等へ資金供給手段となっていた。01年度に財投改革が実施されると、新規の預託金は廃止され、償還が来たものから回収されるのみとなっていた。激変緩和措置として、預託金の代わりに財投債引受けが経過措置として設けられたが、これも08年3月期までで終了となった。
ゆうちょ銀行資金運用勘定利回り

　　　　　　　　　　　（単位　兆円）

	
	08/03期平均残高
	利回り（年利）

	資金運用勘定
	212.6
	1.19%

	貸出金
	3.9
	1.16%

	有価証券
	172.4
	1.08%

	預託金
	31.2
	1.75%

	預け金等
	5
	0.62%


08年3月期の資金運用勘定運用利回りの状況を見ると、残存する預託金の運用利回りは、有価証券利回りよりも高い水準にあることがわかる。昨年度の資金運用利益に対する貢献は少ないと考えられるが、今期この預託金運用利回りの欠落を補うための運用手段は今のところ確保できないと思われます。さらに、ゆうちょ銀行には特別貯金に対応するための制限が設けられている。特別貯金は独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構によって分割管理される政府保証付きの貯金であるために、ゆうちょ銀行は資産運用にあたり、特別貯金を上回る安全資産を維持することを法令で定められている。（安全資産とは、国債、地方債、政府保証債など信用リスクがないとされるもの）その結果、運用利回りもおのずと抑制されることになる。これは、民間金融機関との大きな違いでもある。
貯金に占める特別貯金の構成比は、50パーセント程度にまで低下してきており、安全資産として制限を受ける残高も徐々に低下しつつある。しかしながら、高利回りを享受できるような運用手段、たとえば住宅ローンなどの貸出を急増させるといった手立てを講じることには制約があり、特別貯金の減少に合わせて高リターン資産への転換を図るのは難しい。預託金の減少、有価証券ポートフォリオの変更の難しさなどから、期待運用利回りの改善にはしばらく時間が必要となっている。
３、新規業務の現状
民営化がスタートした昨年下半期以降、サブプライム問題の影響を受け、内外のマーケットは大きく下落している。ゆうちょ銀行のビジネスモデルの柱となって民営化前から行っていた投信販売もその影響を受けている。昨年度上半期の3569億円から下半期1475億円とげ激減し、1件当たり販売額も上半期のピーク40万円台から12万円台まで落ち込んだ。ほかの投信販社と比べると資金流入は安定しているほうとはいえ、昨年度上半期に月平均600億円だった販売額は下半期約250億円に減少した。
そこで、損益構造から脱するためにも、利益減の多様化が必要なことは設立当初から明らかで、「日本郵政公社の業務等の承継に関する実施計画」においても、新規業務の取扱の必要性を掲げている。「リテールビジネスモデルの実現」に必要な事業としては、①クレジットカードの業務の実施、②住宅ローン、カードローン等の取り扱い等、③変額年金保険の取り扱い等、④流動性預金の預入限度額廃止などをあげている。「リテールビジネスモデルの実現」については08年4月に①のクレジット事業および③の変額個人年金等生命保険募集が許可された。②の住宅ローンについては、その媒介のみにとどまっているが、部外的に許可された。一方、④の流動性預金の預入限度額の廃止については08年4月に政令改正の要望を行っているものの、許可されるところとなっていないのが現状である。

経営戦略中の「運用ビジネスモデルの実現・ALMの高度化」に関する新規業務としては、①デリバティブ取引、②金銭債券取引または譲渡、③シンジケートローンへの参加、④証券化商品（海外SPCの投資）、⑤信託受益権への投資、⑥株式の本体運用を必要事業としてあげている。この「実施計画」で掲げた事業のうち、条件付ながら「運用ビジネスモデルの実現・ALMの高度化」に必要とされた事業については07年12月に許可済みとなっている。デリバティブ取引、株式の本体運用など、運用対象の自由化は資金運用収益の改善を図る手段としては不可欠なものといえる。ゆうちょ銀行の資産運用勘定の大半は有価証券で、そのほとんどが国債で占められている。信用リスクがきわめて低い一方で、金利リスクの影響を受けやすい。こうした金利リスクを軽減させる手段として、また運用利回りの向上を期待できる手段としてデリバティブ取引は有効であろう。シンジケートローンへの参加、SPCへの融資などについては、金利リスクから信用リスクへという資産ポートフォリオの変換手段として期待できる。現時点おいては、シンジケートローンのアレンジメント、単独でのSPCへの融資は認められておらず、依存条件付の状態ではあるものの、運用資産ポートフォリオの多様化、収益改善には有効なものとなるだろう。
「リテールビジネスモデル」において詳しく見てみよう。
①クレジット業務の実施
本体発行「JP BANKカード」の取り扱いを開始した。VISAとマスターカードは三井住友カードに、JCBブランドはジェーシービーにそれぞれオペレーションを委託した。これにより、従来の共有カード（郵貯のキャッシュカード機能と提携カード会社が提供するクレジットカード機能が合体したカード）の取り扱いは終了することとなった。JP BANKカードの発行目標100万枚にたいして８月末で約6万7000枚と芳しくない。本体発行に踏み切ったのは、日常生活型カード、つまり、食料・光熱・保険・交通・通信・教育などの日常生活での支出の支払い手段として想定しているためである。そのため商品設計の工夫の一つとして、一般の銀行系カードの引き落とし日が5日あるいは10日となっているのに対して、26日に設定した。これは一般のサラリーマンの世帯を想定すれば、25日に給料が振り込まれた直後に引き落とされるほうが都合がよいという考えのもとである。また、リボルビングの金利を、公共料金のカード払いの契約件数に応じた最大3％優遇するのも特徴的である。
②住宅ローン、カードローンの取り扱い
東京・大阪・名古屋の三大都市圏にある直営店50店舗で、スルガ銀行が提供する個人ローン商品（住宅ローン・カードローン・目的別ローン）の仲介をスタートさせた。だが、今年度融資実行目標額を2100億円とした住宅ローンの8月末残高は100億円に低迷する。ゆうちょ銀行が代理店となって販売する住宅ローンは長期固定金利の「フラット35」のほか、個人事業主や中小企業オーナー、働く女性、派遣・契約社員、50歳以上のアクティブシニアといった14種類の顧客セグメントをターゲットとする。おもに信用力の低さから他行の貸出基準を満たさない顧客層に対し、高めの金利設定で提供する商品である。マスリテールを対象にする際の主力商品であるフラット35については、今年末日まで手数料ゼロキャンペーン（2000万円の実行額で通常31万5000円の事務手数料を無料とする）を実施し、残高積上げのテコ入れを図っている。１～２年後には、融資業務のノウハウを取得して自行で開発した商品を販売予定している。
③変額年金保険の取り扱い
今年5月に金融商品のラインナップに、変額年金保険が加わった。取扱店舗は82店舗からスタートし、10月にさらに82店舗を拡大、来年1月をめどに全店舗に拡大する（郵便局は現在79局から160局まで拡大）。変額年金保険は退職後の資金づくりをサポートすることで、既存顧客とのグリップを高めるツールとして位置づけられている。商品ラインナップは、住友生命、アイエヌジー生命、三井住友海上メットライフ生命、アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパニーの提携保険会社の4商品。
タイプ別に、据置型（一時払いで保険料を払い込んで10年以上の据置期間後に年金受け取り）、早期受取型（一時払いで保険料を払い込んで1年後には年金受け取り）、積立型（月払い等で保険料を払い込んで年金受取まで10年以上積立て）に分かれる。4商品とも、年金原資や死亡給付金に払込保険料相当額の最低保証が付されている。また、変額年金は、積立金を複数の特別勘定（ファンド）に振り分け、その配分率の変更やリバランスをできることが特徴的だが、いずれの商品も特別勘定は1つとなっている。機能の選択肢を絞ることで、販売者・顧客双方にとってわかりやすい商品性とし、売りやすさを重視することで、スムーズな市場参入を図る。
④流動性預金の預入限度額廃止
現在は一人当たり1000万円までとされているゆうちょ銀行の預入限度額について、民間金融機関の流動性預金にあたる通常貯金と通常貯蓄預金に関しては上限金額を撤廃するよう政府に要請した。将来の全銀システム接続の際に振込入金を受付けると残高が1000万円を超えてしまう場合が考えられることや、現在でも既に貯金残高の急減少に見舞われており、収益確保のためにも限度額の撤廃が必要とみている。（但し、民間金融機関の強い反発が予想される定期性貯金については1000万円の限度額を維持する）しかし、現在も事実上の政府100%出資であるゆうちょ銀行の預入限度額を引き上げると預金保険に定める「1000万円まで保障、それ以上の預金は自己責任」という考えが崩れる、という意見もあり実現するかは流動的である。 
４、人材確保・育成
運用事業ビジネスモデルの構築において、最も力を入れているのが、専門人材の確保である。毎年、外部から運用業務全般にわたってスキルを持つ経験者を幅広く中途採用しており、民営化前からの移籍組も含めると、だいたい三割前後がメガバンク、保険会社、信託銀行のほかの金融機関出身者である。中途採用に関して、実績を誇る他社のスタープレーヤーをチームごと引き抜くことは、少なくとも現段階では考えていない。というのも、百数十億円規模の運用は、個人技や数人のチームで動かせる次元ではないからだ。当行固有の業務特性やリスクプロファイルをふまえ、経営会議等を経て定めた方針のもと、適切にリスクを管理しながら、安定的に運用基盤を拡大していくステージにおいては、トップダウンによるチームプレー型の運用がふさわしいと考えている。
一方、内部人材の育成も重要だ。他の金融機関出身者からOJTによるプロパー社員へのノウハウ移転に加えて、証券アナリスト等、各種資格取得を勧奨するほか、運用会社等から講師を招き、債券運用や株式運用等に関する勉強会を開催し、業務レベルの底上げを図っている。なかでも急いでいるのは、海外運用人材の育成である。当行の運用サイズは、国内のマーケットに比べ非常に大きく、マーケット・インパクトへの配慮から制約を受けることが多い。そのためにも、投資対象を海外に広げていく必要があり、その運用を担う人材が求められているからだ。そこで当行の発足以来、海外の金融機関に3ヶ月～一年間程度のトレーニーを派遣するほか、英会話スクールを開催し、運用業務に必要な英語力の向上を図っている。また、運用を担当する役席者と若手がペアを組み、海外の運用機関を訪問する試みも、民営化後行っている。
５、今後の取り組み
これまでをまとめると、ゆうちょ銀行は国債への運用が中心となっていたため収益の増加が見込めない状態であった。運用対象を拡大し、収益源の多様化を図るためのビジネスモデルの確立もいまだ不十分である。そこで前述のことをふまえ、ゆうちょ銀行は次の３つの取り組みをあげている。
①内部管理態勢の早急な整備
お客さまに引き続きご信頼・安心してお取引いただけるよう、コンプライアンス・事務品質管理の徹底を重要課題と位置づけ、直営店・貯金事務センターの効率化を図りつつ、より一層実効的な態勢強化を図る。具体的には、金融商品取引法に基づく的確な顧客説明の実施等の重点取組事項を設けた上で、研修の充実、直営店・代理店指導態勢の強化、システム基盤の整備による事務品質・コンプライアンス支援機能の強化等に取り組むことである。
②リテール事業の実現
当行の強みは、国民的規模の顧客基盤と全国規模の身近なネットワークであり、そのネットワークを構成する直営店と代理店（郵便局株式会社の郵便局）との連携を一層強化して、全国のお客さまに基本的でシンプルな金融商品・サービスを提供することである。また、平成20年4月に認可を受けたクレジットカード業務、変額個人年金保険等の生命保険募集業務、個人向けローンの媒介業務のほか、今後、全銀システムへの接続や、ゆうちょダイレクトのメニュー拡充等のシステム基盤の整備を進め、さらに便利に利用できるよう、商品・サービスのラインアップを充実し、お客さまニーズへの対応を強化することである。

③運用事業モデルの実現とALMの高度化

当行の収益構造が国債運用による金利収益を中心としたものとなっていることから、適切なリスクコントロールの下で運用手段を拡充し、収益源泉の多様化とALMの高度化を通じて、資金運用での価値創造を拡大し、より安定的な期間収益確保に取り組むことである。具体的には、金利リスクのコントロール手段として金利スワップ等を活用し、市場変動の影響のマネージに努め収益を確保していくとともに、信用リスクを見極めながら、シンジケートローン等の市場型のクレジット資産への投資の拡大を図る。
ゆうちょ銀行では早ければ平成22年度の株式上場を目指して、以上の3つの柱を中心として、引き続き民間銀行としての経営基盤の強化を図っている。
6、 まとめ
ゆうちょ銀行は民間銀行にむけてスタートさせたが、収益構造の早期改善が不可欠であるにもかかわらず、リテール事業について依然制約が大きい。比較的低コストと想定される全国の郵便局ネットワークを利用できることなどといった、他の民間銀行に対する優位性が制度上保証されている状況において、民間金融機関の競合状況あるいは市場に与える影響などといった理由から、様々な制約が付されている。例えば、住宅ローンが実施できれば高い運用利回りが期待できるが、今回認められているのは媒介のみであって、ゆうちょ銀行の運用利回り上昇に直結するものではない。また、クレジットカード事業については、キャッシングでの高金利獲得および手数料収入が期待される分野ではあるが、これまでの他業態との共用カード取扱については順次終了とすることになっており、共用カード時の顧客をゆうちょ銀行に取り込めるか否かは不透明な状態となっている。
いつ制約がなくなることはまだわからない現在、かつサブプライムローン問題などで不況の時期も続き市場が混乱している状態を好機だと思い一から顧客の確保というのを一層強めていくことが大事になってくると思う。しかし、顧客の確保というのは簡単なものではない。地域金融機関では、地域密着型金融を通じた地域経済への貢献という原点に戻るとともに、本来の使命・役割を果たしていくことによって顧客と親密な関係となって顧客を確保している。ゆうちょ銀行は、変額年金保険のようにわかりやすい商品、1月に開始する全銀システム（金融機関と相互送金できる）などによる利便性をいかし顧客の確保に力をいれるべきだと思う。ゆうちょ銀行の動きとして、投資信託などの実績配当商品については、商品性などの理解を深める機会として、顧客を対象としたセミナーを各拠点において開催している。このセミナーを充実させることが顧客確保のためには効果的である。このような活動によって制約がかかる状態・身動きが不自由な状態をときほぐすことができるのは、より良質なサービスを求める顧客の支持によるものだと思う。だから、多くの顧客が確保できることは制約の解消となり、ゆうちょ銀行の収益アップへとつながると思う。今後のゆうちょ銀行がどういった方向に進んでいくのか気になるところである。
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